
 

 

 

マイナンバーカードで失業認定手続が可能 
◆マイナンバーカードで失業認定手続 

 これまで、失業の認定の際には、受給資格決定時に
申請者が提出した写真を貼付した雇用保険受給資格者
証（以下、「受給資格者証」という）等で、本人確認
や処理結果の通知が行われていました。令和４年 10 月
１日以降に受給資格決定される方について、本人が希
望する場合には、マイナンバーカードによる本人認証
を活用することで手続きを完了できるようになりまし
た。マイナンバーカードを活用する場合には、受給資
格者証に添付する写真や失業の認定等の手続きごとの
受給資格者証の持参が不要になります。 

◆対象となる手続きと受給資格者証等 

 以下の手続きの際、マイナンバーカードで本人認証
を行う場合は、受給資格者証等の提出が不要になりま
した。 

〇雇用保険受給資格者証（雇用保険受給資格通知を交
付） 

〇雇用保険高年齢受給資格者証（雇用保険高年齢受給
資格通知を交付） 

〇雇用保険特例受給資格者証（雇用保険特例受給資格
通知を交付） 

〇教育訓練給費金および教育訓練支援給付金受給資格
者証（教育訓練受給資格通知を交付） 

◆気をつけたい点 

 気をつけたい点もあります。マイナンバーカードを
活用して失業認定等の手続きを希望した場合、それ  

は原則として受給資格者証等による手続きに 

変更することができません。当該手続をする 

という方には、ご案内するとよいでしょう。 
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【厚生労働省「マイナンバーカードで失業認定手続ができるようになり
ます」】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T221005S0032.pd
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高齢者の人⼝・就業者数が過去最高に〜総務省統計よ
り 

◆75歳以上の人⼝が初めて15％超に 
統計結果によると、高齢者の人⼝（2022年９月15日現在推

計）は3,627万人（前年比６万人増）で過去最多に、総人⼝に
占める割合は29.1％（前年比0.3ポイント増）で過去最高とな
っています。また、75歳以上の人⼝は1,937万人（前年比72万
人増）となり、総人⼝に占める割合は15.5％と、初めて15％を
超えました。これは、いわゆる「団塊の世代」（1947年〜194
9年生まれ）が2022年から75歳を迎え始めたことによると考え
られます。 
◆非正規の高齢就業者が増加 

 
2021年の総務省の労働力調査によると、高齢者の就業者（以下
、「高齢就業者」という）数は909万人（前年比６万人増）で
、18年連続で過去最多となっています。また、高齢者の就業率
（65歳以上の人⼝に占める就業者の割合）は25.1％（前年と同
率）となっています。年齢階級別では、65〜69歳の就業率は、
10年連続で上昇し50.3％（前年比0.7ポイント増）で初めて50
％を超え、70歳以上の就業率は、５年連続で上昇し18.1％とな
っています。高齢就業者を従業上の地位別にみると、役員を除
く雇用者が517万人（57.6％）で最も多くなっています。さら
にこれを雇用形態別にみると、非正規の職員・従業員が393万
人（75.9％）となっています。なお、非正規の職員・従業員は
、2011 年の 168 万人から 2021 年では 393 万人と、10 年間で
225 万人増加しています。 
 

◆世界的にも就業率は高水準 

国際的にみると、日本の高齢者人⼝の割合（29.1％）は
世界で最も高く、次いでイタリア（24.1％）、フィンラ
ンド（23.3％）、プエルトリコ（22.9％）などとなって
います。また、主要国における高齢者の就業率について
も、日本（21.5％）は韓国（34.9％）に次いで高い水準と
なっています。 

高齢就業者は今後も増加することが予想されます。企業
は国の政策や支援制度を活用して、いっそう高齢者の雇用
対策に取り組む必要がありそうです。 

【総務省統計局「統計からみた我が国の高齢者−「敬⽼の日」に
ちなんで−」】 

https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1320.html 

11 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住⺠税特別徴収税額の納付［郵便
局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に
採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の減額承認申請書（10 月 31 日
の現況）の提出［税務署］ 

30 日 
○ 個人事業税の納付＜第２期分＞［郵便局または銀

行］ 
○ 所得税の予定納税額の納付＜第２期分＞［郵便局

または銀行］ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業
安定所］ 

 


